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医療法人湖青会 ヘルパーステーション志賀 

 重要事項説明書〔指定訪問介護〕 
                                  令和6年4月1日改定 

１ 事業者の概要 

事 業 者 名  医療法人湖青会 ヘルパーステーション志賀 

管 理 者  長 瀬 幸 子 

所 在 地  

電 話 番 号  

〒５２０－０５２２ 

滋賀県大津市和邇中浜３０３番地の１ 

TEL ０７７－５９４－０１１８  FAX ０７７－５９４－８０１５  

事 業 所 番 号 ２５７０１０２９６８ 

営 業 日 
月曜日～土曜日（祝日も営業） 

（休業日：日曜日・12/30～1/3） 

営 業 時 間 午前８時３０分～午後５時まで 

サ ー ビ ス 提 供 日  
月曜日～土曜日（祝日も稼動） 

（休稼動日：日曜日・12/30～1/3） 

サービス提供時間 
原則、午前７時～午後１０時まで（土曜日は午後１２時までの稼動）  

但し、必要があれば他の時間帯もサービス提供に応じます。 

営 業 実 施 地 域  大津市５中学校区（志賀・伊香立・真野・堅田・仰木） 

 

２ 事業の目的 

   利用者が可能な限り、その居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことがで

きると共に、住み慣れた地域で安心して生活を継続することが出来るよう、心身の健康保持および生

活の安定のため、適切な訪問介護を提供します。 

 

３ 運営方針 

① 利用者の心身の特性を踏まえて、その有する能力に応じ自立した日常生活を営む事が出来るよう、

入浴・排泄・食事などの援助を行います。 

② 実施にあたっては、関係市町村・地域の保健・医療・福祉サービスとの緊密な連携を図り、総合的

なサービスの提供に努めます。 

③ 介護保険法令等を遵守します。 

 

４ 職員体制 

① 管 理 者     ： １名  

事業所運営の一元的管理。従業者の管理、指揮命令。等 

② サービス提供責任者 ：  名  

利用者の申し込みに関わる調整管理。訪問介護計画の作成。 

訪問介護員に対する技術指導、その他教育。等 

③ 訪問介護員     ：  名 適正な訪問介護の提供 （令和  年  月  日現在） 
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５ サービス内容 

訪問介護計画書に基づき次のサービスの項目について訪問介護サービスを実施します。 

種 類 内  容 

－身体介護－ 

着脱介助 

起居・移乗介助 

排泄介助 

清拭・洗髪 

入浴介助 

食事介助 

口腔ケア 

体位変換 

服薬介助 

車への移乗介助 

自立支援 

病人食調理 

 

起床及び就寝のための着替え・整容・入浴・清拭時の着脱など 

起き上がりから車椅子などへの移乗動作 

おむつ交換・差し込み便器の介助・ポータブルトイレへの誘導・移乗・洗浄など 

全身又は部分清拭（洗髪・手浴・足浴も含む） 

浴室への誘導や見守り・浴中の洗身や安全な動作の介助 

全面介助、一部介助又は見守り（食事の口腔ケア・服薬も含む） 

ブラシ・ケア用品による歯磨き、うがい口腔内洗浄 

時間ごとに必要な回数の寝返り 

医師の指示のもとにおける服薬の介助 

通院・通所サービスへの送り出し・迎え 

援助・見守りしながらの調理・掃除・買い物 

医師の指示による病状に合わせた特別な調理 

－生活援助－ 

調理 

 

洗濯 

掃除、整理、整頓 

買い物 

衣類の入れ替え 

 

利用者のための調理・配膳・後片付け・食品の管理 

（家族などの調理は含まない） 

日常的な衣類の洗濯、取り込み・整理・小物のアイロンかけ、簡単な衣類の修繕など 

利用者の生活範囲内の掃除、ゴミ捨て、布団干し、日常生活用品等の整理整頓 

生活必需品の買い物（別紙・金銭出納サービス契約書）・薬の受け取り 

季節の変わり目における衣類の入れ替え、寝具の交換 

（１）次の行為は、生活援助に含まれません。 

  ①商品の販売・農作業等の生業手伝い。 

  ②直接、本人の日常生活の援助に属さないと判断される行為 

※ 草むしり・庭掃除・水やり・ペットの散歩・大掃除・窓ガラス拭き・ワックスがけ・手間を

かける料理など。 

（２）このサービスの提供に当たっては、利用者の要介護状態の軽減もしくは、悪化の防止となるよう 

適切にサービスを提供すると共にプライバシーの保護に努めます。 

（３）公的介護保険サービスで補えない部分があれば全額負担になることを理解していただき、介護支 

援専門員と相談し利用者の意向を尊重します。 

（４）サービスの提供は、懇切丁寧に行い、分かり易いように説明します。もしわからないことがあれ

ば、いつでも担当職員にご質問ください。 

（５）職員は、常に身分証明書を携帯していますので、必要な場合はいつでも、その場でご確認下さい。 

 

６ サービス利用に関する留意事項 

（１）サービス提供を行う訪問介護員 

   サービス提供にあたっては、複数の訪問介護員が交代してサービスを提供します。 
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（２）訪問介護員の交代 

   ①利用者からの交代の申し出 

    選任された訪問介護員の交代を希望する場合には、当該訪問介護員が業務上不適当と認められ

る事情その他交代を希望する理由を明らかにして、事業者に対して訪問介護員の交代を申し出

ることができます。 

    但し、利用者からの特定の訪問介護員の指名はできません。 

   ②事業者からの訪問介護職員の交代 

    事業者の都合により、訪問介護員を交代することがあります。 

    訪問介護員を交代する場合は、利用者及びその家族等に対してサービス利用上の不利益が生じ

ないよう十分に配慮するものとします 

（３）サービス実施時の留意事項 

   ①定められた業務以外の禁止 

    利用者は「５．サービス内容」で定められたサービス以外の業務を事業者に依頼することはで

きません。 

   ②サービスの実施に関する指示・命令 

    サービスの実施に関する指示・命令はすべて事業者が行います。 

    但し、事業者はサービスの実施にあたって利用者の事情・意向等に充分に配慮するものとしま

す。 

  ③備品等の用意 

    サービスの実施のために必要となる備品等及び水道・ガス・電気・電話等の費用は利用者にご

負担頂きます。 

（４）提供した介護等内容の記録 

  事業者は、介護等の提供ごとに提供した介護等の内容を記録票に記入し、介護等の提供後に 

  利用者の確認を受けることとします。また、必要に応じて利用者の家族に提供した介護等の 

  内容を説明します。 

（５）サービス内容の変更 

    サービス利用当日に、利用者の体調等の理由で予定されていたサービスの実施ができない場合

には、サービス内容の変更を行います。 

（６）訪問介護職員の禁止行為 

   ① 医療行為又は医療補助行為 

② 利用者もしくはその家族等からの物品等の授受 

   ③ 利用者の家族等に対するサービス提供 

④ 飲酒及び喫煙 

⑤ 利用者もしくはその家族等に対して行う、宗教活動、政治活動、営利活動 

⑥ その他、利用者もしくはその家族等に行う迷惑行為 

（７）貴重品の一時保管について 

     鍵等の貴重品については原則として預かりません。但しサービス提供において支障がある場合、

保管目的等の協議の上「預り証」をお渡しし一時保管させて頂くことがあります。保管の場合

は、特定の場所に保管し、訪問介護員個人は保管しません。 
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７ 利用料金 

「厚生労働大臣の定める基準額」の１割・2 割・3 割を頂きます。 

 利用者負担額につきましては、負担割合証に記載されている割合の金額になります。2 割・3 割 

負担の方は 1 円未満の端数計算により 1 割の金額の 2 倍・3 倍になるとは限りません。 

下記金額は、基本単位数に１０％の特定事業所加算が加算された料金です。 

 

【基本料金】 

身 体 介 護 

所要時間 
昼間         

早朝・夜間 深夜 
１割 ２割 ３割 

２０分未満 １９２円 ３８４円 ５７６円 

昼間の 

訪問介護費の 

２５％増し 

昼間の 

訪問介護費の 

５０％増し 

２０分以上３０分未満 ２８８円 ５７５円 ８６２円 

３０分以上１時間未満 ４５６円 ９１１円 １，３６７円 

１時間以上 ６６８円 １，３３５円 ２，００２円 

１時間以上所要時間 
３０分を増すごとに 

＋９７円 ＋１９３円 ＋２９０円 

 

生 活 援 助 

所要時間 
昼間 

早朝・夜間 深夜 
１割 ２割 ３割 

２０分以上４５分未満 ２１１円 ４２２円 ６３２円 昼間の 
訪問介護費の 
２５％増し 

昼間の 
訪問介護費の 
５０％増し ４５分以上 ２５９円 ５１８円 ７７７円 

 

身体介護に引き続き生活援助を行った場合 

所要時間 
昼間 

早朝・夜間 深夜 
１割 ２割 ３割 

２０分以上 + ７７円   +１５３円 +２３０円 昼間の 

訪問介護費の 

２５％増し 

昼間の    

訪問介護費の 

５０％増し 

４５分以上 +１５3 円 +３０６円 +４５９円 

７０分以上 +２３０円 +４５９円 +６８９円 

※ 昼間(8：00～18：00) 早朝(6：00～ 8：00) 夜間(18：00～22：00) 深夜(22：00～ 6：00) 

 

【各種加算】 

特定事業所加算（Ⅱ）  基本単位数の１０％を加算（体制要件・人件要件に適合） 

   ・サービスの質の高い事業所を積極的に評価する観点から、人材の質の確保やヘルパーの活動環 

    境の整備、中重度者への対応などを行っている事業所について加算するものです。 

初 回 加 算  ２１４円／月（１割）・４２８円／月（２割）・６４２円／月（３割） 

・ 新規に訪問介護計画を作成した利用者に対して、次のどちらかの指定訪問介護を行った場合に

算定します。 
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① サービス提供責任者が、初回もしくは初回の指定訪問介護を行った日の属する同じ月に、指

定訪問介護を行った場合 

② 当事業所のその他の訪問介護員等が、初回もしくは初回の指定訪問介護を行った日の属する

同じ月に、指定訪問介護を行った際にサービス提供責任者が同行した場合 

・ 過去二ヶ月、当事業所から指定訪問介護の提供を受けていない場合に算定します。（介護計画

の見直しの有無にかかわらずサービス提供の間が二ヶ月空いている場合） 

 

緊急時訪問介護加算  １０７円／回（１割）・２１４円／回（２割）・３２１円／回（３割）   

・ 居宅サービス計画に位置づけられていない訪問介護（身体介護中心のもの）を、利用者または

その家族等から要請をうけてから 24 時間以内に行った場合に算定します。 

・ 本加算は、サービス提供責任者が、事前に介護支援専門員と連携を図り、当該介護支援専門員

が、利用者またはその家族等から要請された日時または時間帯に、身体介護中心型の訪問介護

を提供する必要があると判断した場合に算定します。 

やむを得ない事由により、介護支援専門員と事前の連携が図れない場合に、緊急に身体介護中

心型の訪問介護が行われた後に、介護支援専門員によって必要な訪問であったと判断された場

合にも算定します。 

 

２人の介護職員等の場合 

・ 同時に２人の訪問介護員等が１人の利用者に対して指定訪問介護を行ったときは、所定単位 

数の 100 分の 200 に相当する単位数を算定します。 

 

生活機能向上連携加算(Ⅰ)  １０７円／月（１割）・２１４円／月（２割）・３２１円／月(３割) 

・ 訪問リハビリテーション若しくは通所リハビリテーション実施している事業所又はリハビリ

テーションを実施している医療提供施設のリハビリテーション専門職・医師からの助言を受け

た上で、サービス提供責任者が生活機能の向上を目的とした訪問介護計画を作成した場合に算

定します。 

 

生活機能向上連携加算(Ⅱ)  ２１４円／月（１割）・４２８円／月（２割）・６４２円／月（３割） 

   ・訪問リハビリテーション・通所リハビリテーションのリハビリテーション専門職が利用者宅を

訪問して行う場合に加えて、リハビリテーションを実施している医療提供施設のリハビリテー

ション専門職・医師が訪問して行う場合に算定します。 

 

口腔連携強化加算 ５４円／月（１割）・１０７円／月（２割）・１６１円／月（３割） 

職員による利用者の口腔の状態の確認によって、歯科専門職による適切な口腔管理の実施

に繋げる観点から、事業所の歯科専門職の連携の下、介護職員等による口腔衛生状態及び

口腔機能の評価の実施並びに利用者の同意の下の歯科医療機関及び介護支援専門員への

情報提供を評価した場合に算定します。 
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認知症専門ケア加算(Ⅰ)  ４円／日（１割）・７円／日（２割）・１０円／日(３割) 

① 認知症日常生活自立度Ⅱ以上の利用者が 1／2 以上 

② 認知症介護実践リーダー研修修了者配置 

    認知症日常生活自立度Ⅱ以上の利用者が 20 人未満の場合は 1 以上、20 人以上の場合は 1 に、当該

対象者の数が 19 を超えて 10 又は端数を増すごとに 1 を加えて得た数以上配置 

③ 認知症高齢者の日常生活自立度Ⅱ以上に対して、専門的な認知ケアを実施した場合 

④ 認知症ケアに関する留意事項の伝達又は技術的指導会議を定期的に実施 

                         上記を満たした場合に算定します。 

認知症専門ケア加算(Ⅱ)  ５円／日（１割）・９円／日（２割）・１３円／日(３割) 

①（Ⅰ）②④の要件を満たし、認知症高齢者の日常生活自立度Ⅲ以上が利用者の 20/100 以上 

②認知症高齢者の日常生活自立度Ⅲ以上に対して、専門的な認知症ケアを実施した場合                        

③認知症介護指導者研修修了者を 1 名以上配置し、事業所全体の認知症ケアの指導等を実施 

④介護職員、看護職員ごとの認知症ケアに関する研修計画を作成し、研修を実施又は実施を予定 

 上記を満たした場合に算定します。 

 

高齢者虐待防止措置未実施減算  

施設におけるストレス対策を含む高齢者虐待防止に向けた取組例を収集し、周知を図るほ

か、ハラスメント等のストレス対策に関する研修を実施できることや、同事業による相談

窓口について、高齢者本人とその家族だけでなく介護職員等も利用できることを明確化す

るなど、高齢者虐待防止に向けた対策の充実を図る。虐待の発生又はその再発を防止する

ための措置、委員会の開催、指針の整備、研修の実施、担当者を定めることが講じられて

いない場合に基本報酬を減算されます。 

                所定単位数の１００分の 1 に相当する単位数を減算 

 

業務継続計画未策定減算 ＊令和 7 年 4 月 1 日から適用 

感染症や災害が発生した場合であっても、必要な介護サービスを継続的に提供できる体制

を構築するため、業務継続に向けた計画の策定の徹底を求める観点から、感染症若しくは

災害のいずれか又は両方の業務継続計画が未策定の場合、基本報酬を減算されます。 

所定単位数の１００分の 1 に相当する単位数を減算 

 

 

介護職員処遇改善加算 

介護職員処遇改善加算の算定見込額を上回る介護職員等の賃金改善に関する計画を策定し、厚生

労働大臣が別に定める基準に適合しているため、下記の加算を算定します。 

 

介護職員処遇改善加算（Ⅰ）  

〔基本サービス費に各種加算減算を加えた総サービス費用〕×加算率２４．５％×負担割合 

 

介護職員処遇改善加算（Ⅱ）  

〔基本サービス費に各種加算減算を加えた総サービス費用〕×加算率２２．４％×負担割合 

 

介護職員処遇改善加算（Ⅲ）  

〔基本サービス費に各種加算減算を加えた総サービス費用〕×加算率１８．２％×負担割合 



                                

          

                  

 

    

7 

介護職員処遇改善加算（Ⅳ）  

〔基本サービス費に各種加算減算を加えた総サービス費用〕×加算率１４．５％×負担割合 

 

【交通費】 

    通常の事業の実施地域内におけるサービス提供には、交通費は発生しません。 

但し、通常の事業の実施地域を越えて行うサービス提供に要した交通費は、その実費を徴収し

ます。尚、自動車を使用した場合の交通費は、次の料金を徴収します。 

一 通常の事業実施地域外から、片道おおむね１０キロメートル未満      ３００円 

二 通常の事業実施地域外から、片道おおむね１０～１５キロメートル未満  ５００円  

三 通常の事業実施地域外から、片道１５キロメートル以上         ８００円 

 

【キャンセル料】 

キャンセルについては可能な限り２４時間前までに、事業所にご連絡下さい。ただし、ご利

用者の急な病変、入院等の場合はこの限りではありません。なお、２４時間前までに、ご連

絡がなく下記のような場合は、キャンセル料をいただきます。 

<キャンセル料> 

訪問２４時間前までのご連絡の場合 キャンセル料は不要です。 

訪問２４時間以内までにご連絡がない場合 １訪問あたり、300 円をいただきます。 

訪問するが１０分待っても不在の場合 １訪問あたり、800 円をいただきます。 

訪問するがその場でキャンセルになった場合 １訪問あたり、800 円をいただきます。 

【保険料の滞納がある利用者】 

利用者に以前、保険料の滞納がある場合は、利用者より「厚生労働大臣の定める基準額」の１０

割をいただき、当事業所が発行するサービス提供証明書をもって、その差額の払い戻しを受けてい

ただくことになります。 

 

８ 利用料金、その他の費用のお支払い方法 

料金の支払い時期 毎月２５日まで（前月の訪問介護利用料金） 

支 払 方 法 

１.口座自動振替（２５日引落し、銀行休日の時は前日に引落し） 

 利用者もしくは家族名義のゆうちょ銀行もしくは滋賀銀行の口座 

 より引落し 

２.事業所窓口へ直接支払い（営業時間内） 

３.訪問の際、訪問介護員へ直接支払い 

４.指定口座への振込み 

 振 込 先 ： 滋賀銀行 志賀町支店   

 口 座 番 号 ： 普通預金 ２５３６６９ 

 口座名義人 ： 医療法人湖青会（イリョウホウジン コセイカイ）   

※利用料金については、利用月の翌月 15 日頃に請求書を郵送又は直接お渡しいたします。 
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９ 苦情の受付 

提供したサービスに苦情や相談がある場合は速やかに対応します。 

  苦情担当者 長瀬 幸子（ながせ さちこ）          

  連絡先   電話  (０７７)－５９４－０１１８ 

   FAX    (０７７)－５９４－８０１５ 

   その他の苦情受け付け機関 

   大津市介護保険課 

     電話   (０７７)－５２８－２７５３ 

     受付時間 ８：４０～１７：２５ 

   滋賀県国民健康保険団体連合会 

     電話   (０７７)－５１０－６６０５（専用） 

   滋賀県運営適正化委員会 

     電話   (０７７)－５６７－４１０７ 

     受付時間 ９:００～１７:００ 

 

１０ 緊急時の対応 

・サービス提供中に病状での変化などがあった場合は、速やかに利用者の主治医、居宅介護支援

事業所・家族または緊急連絡先へ連絡いたします。 

・サービス計画に位置づけられていない訪問介護の要請があった場合、ケアマネジャーの指示に

より訪問させていただきます。（緊急時訪問介護加算の算定） 

※連絡先、営業時間は、本書の「１事業者の概要」に記載の通りです。 

 

 

１１ 事故発生時の対応 

・サービス提供中に事故が発生した場合は、速やかに家族または緊急連絡先へ連絡するとともに、

必要時には関係各機関にも連絡を取り、必要な措置を講じます。 

・事業所は、前項の事故の状況及び事故に際して採った措置等を記録します。 

・サービス提供中の事故により、利用者に対して、賠償すべき事故が発生した場合は損害賠償を

速やかに行います。但し、事業所の責に帰すべからざる事由による場合はこの限りではありま

せん。 

 

１２ 非常災害等の発生の際の連携・協力体制について 

事業所は、非常災害等の発生の際に、その事業を継続することができるよう、近隣の他の事業

所等と連携し、お互い協力することができる体制を構築するよう努めます。 

 

１３ 利用者の人権擁護、虐待防止等のための取組み 

事業者は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、責任者を設置する等必要な体制の整備

を行うとともに、事業所の従業者に対し、研修の機会を確保します。 
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１４ 介護保険サービスからの暴力団排除 

事業所を運営する法人の役員及び事業所の管理者・従業者は、暴力団員（暴力団員による不当

な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴力団員をいう。）であってはなりません。

また、事業所の運営について、暴力団員の支配を受けません。 

 

１５ 秘密の保持 

 ・事業所職員に対して、事業所職員である期間および事業所職員でなくなった後においても、正

当な理由が無く、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らすことがないよう指導

教育を適時行うほか、入職時に契約書を提出させています。万が一、事業所職員等が本規定に

反した場合は、医療法人湖青会 就業規則に基づき懲戒処分等に処します。 

・事業所は、サービス担当者会議等において、利用者又はその家族の個人情報を用いる場合は、

それぞれの同意をあらかじめ文書により確認いたします 

 

１６ ハラスメント防止対策  

   ・事業所は職場におけるハラスメント防止に取り組み、職員が働きやすい環境づくりを目指

します。  

・利用者が事業者の職員に対して行う、暴言・暴力・嫌がらせ・誹謗中傷等の迷惑行為、セ

クシャルハラスメントなどの行為を禁止します。 
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                                令和 6 年 4 月 1 日改定 

令和６年４月 1 日介護報酬改定に伴う同意書 

  

医療法人湖青会 ヘルパーステーション志賀 重要事項説明書により、貴事業所が提供する 

介護サービスについて説明を受けました。 

 

 

令和    年    月    日 

 

① 利用予定者（以下の１または２のいずれかを〇で囲んでください。） 

１． 代理人または成年後見人を選任しません。 

２． 代理人または成年後見人を選任し、この重要事項説明を受ける権限を委任します。 

（下記②を選任） 

 

住 所                               

 

氏 名                  印  

 

② 利用者代理人・成年後見人（選任されている場合はいずれかを〇で囲んでください） 

 

住 所                               

 

氏 名                  印  

 

 

医療法人湖青会 ヘルパーステーション志賀 重要事項説明書により、当事業所が提供する 

介護サービスについて説明をしました。 

 

（事業者） 

所 在 地   滋賀県大津市和邇高城２６０番地の１ 

事業者名   医療法人湖青会 

代表者名  理事長 井上 徹也   

 

所 在 地   滋賀県大津市和邇中浜 303 番地の 1 

事業所名   医療法人湖青会 

           ヘルパーステーション志賀 

 

説明者名                   印  


